告　　訴　　状

○○○警察署長　殿

平成○○年○○月○○日

　　　　　　告訴人　　住　所

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　　　　年　　月　　日生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　　業　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　　※１

　　　※２被告訴人　　住　所　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　氏　名　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生年月日　　　　年　　月　　日生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職　　業　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　　

第１　告訴の趣旨

被告訴人は出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律第５条第２項に違反し、犯状悪質であるので厳重に処罰されたく、ここに告訴する。

第２　告訴事実

被告訴人は，○○県知事から貸金業登録（登録番号（○）○○○○号）を受け，「アイウエオ金融」の名称で○○市○○町１－２－３において貸金業を営んでいる者であるが、別表記載の通り、平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日までの間に、告訴人に対し、業として計○○○円を貸し付け、同期間内に告訴人から元本及び利息として○○○円の支払を受けて、もって１日当たりの法定利息０．０８％を超える，○○％の割合による利息を受領したものである。

第３　立証方法

　１　被告訴人から貸付金が振り込まれた告訴人の銀行通帳

　２　告訴人が被告訴人に返済をした際の振込伝票

第４　添付資料

１　第３の１の通帳

２　第３の２の伝票

３　被告訴人と告訴人の取引経過表（別表）

以上

別表

	年月日
	借入金額
	弁済額
	利率
	日数
	利息
	未払利息
	残元金
	過払利息
	過払利息残額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


**************************************************************************

· １　連絡先は捜査官から連絡がある可能性もあるので記載しておきます。

· ２　被告訴人が貸金業登録をしておらず，住所氏名が判然としない場合には，「住所不明」「○○こと×××」「○○と名乗る男（女）」と記載しても構いません。告訴状は，犯罪の被害者等の告訴権者が，警察や検察庁に対して，犯罪事実を届け出て，加害者への処罰を求めることの意思を表示することによって捜査を促すもの（刑事訴訟法弟２３０条）ですので，被告訴人の氏名住所が不明であっても構わないのです。但し，被告訴人の手がかりになるような情報（屋号，偽名，携帯の電話番号等）は，できるだけ記載するようにしておくとよいでしょう。

※※なお，振り込んでしまった金銭については，「犯罪利用預金口座等に係る資金による被害回復分配金の支払等に関する法律（以下「振り込め詐欺被害者救済法」）」等に基づいて，被害を回復できる可能性もありますので，当事務所相談データベースNO６９４，７４５もご参照のうえ，お近くの弁護士等にご相談されることをお勧め致します。

＜参考条文＞

出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律：

（高金利の処罰） 

第五条 　金銭の貸付けを行う者が、年百九・五パーセント（二月二十九日を含む一年については年百九・八パーセントとし、一日当たりについては〇・三パーセントとする。）を超える割合による利息（債務の不履行について予定される賠償額を含む。以下同じ。）の契約をしたときは、五年以下の懲役若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。当該割合を超える割合による利息を受領し、又はその支払を要求した者も、同様とする。 

２ 　前項の規定にかかわらず、金銭の貸付けを行う者が業として金銭の貸付けを行う場合において、年二十九・二パーセント（二月二十九日を含む一年については年二十九・二八パーセントとし、一日当たりについては〇・〇八パーセントとする。）を超える割合による利息の契約をしたときは、五年以下の懲役若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。その貸付けに関し、当該割合を超える割合による利息を受領し、又はその支払を要求した者も、同様とする。 

３ 　前二項の規定にかかわらず、金銭の貸付けを行う者が業として金銭の貸付けを行う場合において、年百九・五パーセント（二月二十九日を含む一年については年百九・八パーセントとし、一日当たりについては〇・三パーセントとする。）を超える割合による利息の契約をしたときは、十年以下の懲役若しくは三千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。その貸付けに関し、当該割合を超える割合による利息を受領し、又はその支払を要求した者も、同様とする。 

４ 　前三項の規定の適用については、貸付けの期間が十五日未満であるときは、これを十五日として利息を計算するものとする。 

５ 　第一項から第三項までの規定の適用については、利息を天引する方法による金銭の貸付けにあつては、その交付額を元本額として利息を計算するものとする。 

６ 　一年分に満たない利息を元本に組み入れる契約がある場合においては、元利金のうち当初の元本を超える金額を利息とみなして第一項から第三項までの規定を適用する。 

７ 　金銭の貸付けを行う者がその貸付けに関し受ける金銭は、礼金、割引料、手数料、調査料その他何らの名義をもつてするを問わず、利息とみなして第一項前段、第二項前段及び第三項前段の規定を適用する。貸し付けられた金銭について支払を受領し、又は要求する者が、その受領又は要求に関し受ける元本以外の金銭についても、同様に利息とみなして第一項後段、第二項後段及び第三項後段の規定を適用する。 

刑事訴訟法：

第二百三十条 　犯罪により害を被つた者は、告訴をすることができる。 



